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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　運転者によるブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた基本液圧(Pm)を発生する基本液圧発
生手段(MC)と、
　前記基本液圧(Pm)よりも高い液圧を発生させるための加圧用液圧を発生可能な液圧ポン
プ(HP1,HP2)と、
　前記液圧ポンプ(HP1,HP2)の駆動により発生する前記加圧用液圧を利用して前記基本液
圧(Pm)に対する加圧量(ΔPd)を調整可能な調圧弁(PC1,PC2)と、
　を備え、
　前記基本液圧(Pm)に前記加圧量(ΔPd)を加えた液圧であるホイールシリンダ液圧(Pw)を
ホイールシリンダ(W)に付与することで液圧制動力を少なくとも発生する車両用ブレーキ
装置に適用される車両用ブレーキ制御装置であって、
　前記基本液圧(Pm)に基づく液圧制動力である基本液圧制動力(Pmに相当)に、少なくとも
前記加圧量(ΔPd)に基づく液圧制動力である加圧液圧制動力(ΔPdに相当)からなる補填制
動力(ΔPdに相当)、を加えた全制動力((Pm+ΔPd)に相当)の、前記ブレーキ操作部材(BP)
の操作に対する特性が、予め設定された目標特性(Pwtに相当)に一致するように(ΔPd＝Pw
t－Pm)、前記補填制動力(ΔPdに相当)を同ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じて調整する
補填制動力調整手段(５１、図６、図１０、図１２のルーチン)を備え、
　前記補填制動力調整手段(５１、図６、図１０、図１２のルーチン)は、
　車両が停止しているか否かを判定する判定手段(５１、６３５)と、
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　前記車両が停止していると判定されている場合、前記加圧量(ΔPd)を制限する制限手段
(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)と、
　を備え、
　前記制限手段(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は
、
　前記ホイールシリンダ液圧(Pw)の上限値(Pwstop)を設定する上限値設定手段(５１、６
５０、６５５)を備え、
　前記制限手段(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は
、前記判定手段(５１、６３５)によって前記車両が停止していると判定されている場合、
前記目標特性に対応する前記ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた目標ホイールシリンダ
液圧(Pwt)が前記上限値(Pwstop)を超えている間において、前記加圧量(ΔPd)を前記上限
値(Pwstop)から前記基本液圧(Pm)を減じた値(Pwstop－Pm)に調整することによって前記ホ
イールシリンダ液圧(Pw)が前記上限値(Pwstop)を超えないように前記加圧量(ΔPd)を制限
するよう(６６５)構成された車両用ブレーキ制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の車両用ブレーキ制御装置において、
　前記車両用ブレーキ装置は、前記調圧弁(PC1,PC2)を閉弁状態に維持しつつ、且つ前記
液圧ポンプ(HP1,HP2)を停止することで、前記ホイールシリンダ液圧(Pw)を一定に維持可
能に構成されていて、
　前記制限手段(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は
、
　前記判定手段(５１、６３５)によって前記車両が停止していると判定されている場合、
前記目標特性に対応する前記ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた目標ホイールシリンダ
液圧(Pwt)が前記上限値(Pwstop)を超えている間、前記加圧量(ΔPd)を前記上限値(Pwstop
)から前記基本液圧(Pm)を減じた値(Pwstop－Pm)に調整した後(１０２０)、前記調圧弁(PC
1,PC2)を閉弁状態に維持しつつ、且つ前記液圧ポンプ(HP1,HP2)を停止するように(１０３
０、１０３５)構成された車両用ブレーキ制御装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の車両用ブレーキ制御装置において、
　前記上限値設定手段(５１、６５０、６５５)は、
　前記車両を停止状態に維持するために必要なホイールシリンダ液圧(Pw)の下限値である
停止維持必要ホイールシリンダ液圧(Pwstop)を決定する停止維持必要液圧決定手段(５１
、６５０、６５５)を備え、
　前記上限値(Pwstop)を、前記停止維持必要液圧決定手段(５１、６５０、６５５)によっ
て決定された停止維持必要ホイールシリンダ液圧(Pwstop)と等しい値に、又はそれより大
きい値に設定するように構成された車両用ブレーキ制御装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の車両用ブレーキ制御装置において、
　前記停止維持必要液圧決定手段(５１、６５０、６５５)は、
　前記車両が停止している路面の勾配(Grad)を取得する路面勾配取得手段(４３、５１、
６５０)を備え、前記路面勾配取得手段(４３、５１、６５０)によって取得された路面の
勾配(Grad)に基づいて、前記停止維持必要ホイールシリンダ液圧(Pwstop)を決定するよう
に(６５５)構成された車両用ブレーキ制御装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の車両用ブレーキ制御装置において、
　前記路面勾配取得手段(４３、５１、６５０)は、
　前記車両に搭載された車体前後方向の加速度(Gx)を検出する前後加速度センサ(４３)の
出力に基づいて、前記路面の勾配(Grad)を取得するように(６５０)構成された車両用ブレ
ーキ制御装置。
【請求項６】
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　運転者によるブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた基本液圧(Pm)を発生する基本液圧発
生手段(MC)と、
　前記基本液圧(Pm)よりも高い液圧を発生させるための加圧用液圧を発生可能な液圧ポン
プ(HP1,HP2)と、
　前記液圧ポンプ(HP1,HP2)により発生する前記加圧用液圧を利用して前記基本液圧(Pm)
に対する加圧量(ΔPd)を調整可能な調圧弁(PC1,PC2)と、
　を備え、
　前記基本液圧(Pm)に前記加圧量(ΔPd)を加えた液圧であるホイールシリンダ液圧(Pw)を
ホイールシリンダ(W)に付与することで液圧制動力を少なくとも発生する車両用ブレーキ
装置であって、
　前記基本液圧(Pm)に基づく液圧制動力である基本液圧制動力(Pmに相当)に、少なくとも
前記加圧量(ΔPd)に基づく液圧制動力である加圧液圧制動力(ΔPdに相当)からなる補填制
動力(ΔPdに相当)、を加えた全制動力((Pm+ΔPd)に相当)の、前記ブレーキ操作部材(BP)
の操作に対する特性が、予め設定された目標特性(Pwtに相当)に一致するように(ΔPd＝Pw
t－Pm)、前記補填制動力(ΔPdに相当)を同ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じて調整する
補填制動力調整手段(５１、図６、図１０、図１２のルーチン)を備え、
　前記補填制動力調整手段(５１、図６、図１０、図１２のルーチン)は、
　車両が停止しているか否かを判定する判定手段(５１、６３５)と、
　前記車両が停止していると判定されている場合、前記加圧量(ΔPd)を制限する制限手段
(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)と、
　を備え、
　前記制限手段(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は
、
　前記ホイールシリンダ液圧(Pw)の上限値(Pwstop)を設定する上限値設定手段(５１、６
５０、６５５)を備え、
　前記制限手段(５１、６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は
、前記判定手段(５１、６３５)によって前記車両が停止していると判定されている場合、
前記目標特性に対応する前記ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた目標ホイールシリンダ
液圧(Pwt)が前記上限値(Pwstop)を超えている間において、前記加圧量(ΔPd)を前記上限
値(Pwstop)から前記基本液圧(Pm)を減じた値(Pwstop－Pm)に調整することによって前記ホ
イールシリンダ液圧(Pw)が前記上限値(Pwstop)を超えないように前記加圧量(ΔPd)を制限
するよう(６６５)構成された車両用ブレーキ装置。
【請求項７】
　運転者によるブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた基本液圧(Pm)を発生する基本液圧発
生手段(MC)と、
　前記基本液圧(Pm)よりも高い液圧を発生させるための加圧用液圧を発生可能な液圧ポン
プ(HP1,HP2)と、
　前記液圧ポンプ(HP1,HP2)により発生する前記加圧用液圧を利用して前記基本液圧(Pm)
に対する加圧量(ΔPd)を調整可能な調圧弁(PC1,PC2)と、
　を備え、
　前記基本液圧(Pm)に前記加圧量(ΔPd)を加えた液圧であるホイールシリンダ液圧(Pw)を
ホイールシリンダ(W)に付与することで液圧制動力を少なくとも発生する車両用ブレーキ
装置に適用される、コンピュータに車両用ブレーキ制御を実行させるためのプログラムで
あって、
　前記基本液圧(Pm)に基づく液圧制動力である基本液圧制動力(Pmに相当)に、少なくとも
前記加圧量(ΔPd)に基づく液圧制動力である加圧液圧制動力(ΔPdに相当)からなる補填制
動力(ΔPdに相当)、を加えた全制動力((Pm+ΔPd)に相当)の、前記ブレーキ操作部材(BP)
の操作に対する特性が、予め設定された目標特性(Pwtに相当)に一致するように(ΔPd＝Pw
t－Pm)、前記補填制動力(ΔPdに相当)を同ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じて調整する
補填制動力調整ステップ(図６、図１０、図１２のルーチン)を備え、
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　前記補填制動力調整ステップ(図６、図１０、図１２のルーチン)は、
　車両が停止しているか否かを判定する判定ステップ(６３５)と、
　前記車両が停止していると判定されている場合、前記加圧量(ΔPd)を制限する制限ステ
ップ(６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)と、
　を備え、
　前記制限ステップ(６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は、
　前記ホイールシリンダ液圧(Pw)の上限値(Pwstop)を設定する上限値設定ステップ(６５
０、６５５)を備え、
　前記制限ステップ(６６０、６６５、１０３０、１０３５、１２０５、１２１０等)は、
前記判定ステップ(６３５)によって前記車両が停止していると判定されている場合、前記
目標特性に対応する前記ブレーキ操作部材(BP)の操作に応じた目標ホイールシリンダ液圧
(Pwt)が前記上限値(Pwstop)を超えている間において、前記加圧量(ΔPd)を前記上限値(Pw
stop)から前記基本液圧(Pm)を減じた値(Pwstop－Pm)に調整することによって前記ホイー
ルシリンダ液圧(Pw)が前記上限値(Pwstop)を超えないように前記加圧量(ΔPd)を制限する
よう(６６５)構成されたプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両用ブレーキ制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、運転者によるブレーキペダル等のブレーキ操作部材の操作とは独立してホイ
ールシリンダ液圧を自動制御する自動ブレーキ装置が広く知られている。例えば、下記特
許文献１に記載の自動ブレーキ装置は、運転者によるブレーキペダル操作に応じたバキュ
ームブースタの作動に基づく基本液圧（マスタシリンダ液圧）を発生するマスタシリンダ
と、基本液圧よりも高い液圧を発生させるための加圧用液圧を発生可能な液圧ポンプと、
上記液圧ポンプにより発生する加圧用液圧を利用して基本液圧に対する加圧量（差圧）を
調整可能な常開リニア電磁弁とを備えている。
【０００３】
　この装置は、例えば、この装置を搭載した自車両と同自車両の前方を走行する前方車両
との車間距離を検出し、同検出された車間距離が所定の基準値を下回った場合に、上記液
圧ポンプ及び上記リニア電磁弁を制御して前記加圧量を調整する。そして、これにより発
生する「基本液圧に前記加圧量を加えた液圧」がホイールシリンダ液圧としてホイールシ
リンダに付与されることで液圧制動力が自動制御され、この結果、運転者によるブレーキ
ペダル操作とは独立して自車両に自動的に制動力が付与されるようになっている。
【０００４】
　ところで、近年、例えば、下記特許文献２に記載のように、動力源としてモータを使用
する電動車両、或いは動力源としてモータと内燃機関とを併用する所謂ハイブリッド車両
に上述した自動ブレーキ装置を適用し、液圧制動力とモータによる回生制動力とを併用し
た回生協調ブレーキ制御を実行する技術が開発されてきている。
【０００５】
　より具体的に述べると、この文献に記載された装置では、ブレーキペダル踏力に対する
「基本液圧（マスタシリンダ液圧）に基づく液圧制動力（基本液圧制動力）」が、予め設
定された目標値よりも所定量だけ意図的に低い値になるようにバキュームブースタの倍力
特性が設定されている。
【０００６】
　そして、上記基本液圧制動力に、「モータによる回生制動力」及び／又は「上記加圧量
に基づく液圧制動力（加圧液圧制動力）」からなる補填制動力、を加えた全制動力（＝基
本液圧制動力＋補填制動力）の、ブレーキペダル踏力に対する特性が、予め設定された目
標特性に一致するように、上記補填制動力（即ち、回生制動力及び／又は加圧液圧制動力
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）がブレーキペダル踏力に応じて調整される。これにより、ブレーキペダル踏力に対する
全制動力の特性が上記目標特性と一致し、この結果、ブレーキフィーリングに対する運転
者の違和感が発生しないようになっている。
【０００７】
　更には、近年、動力源として内燃機関のみを使用する車両であって上述した自動ブレー
キ装置が適用された車両にも上述した倍力特性を有するバキュームブースタを適用するこ
とが提案されてきている。この場合、上記補填制動力は上記加圧液圧制動力のみから構成
される。即ち、上記基本液圧制動力に、上記加圧液圧制動力のみからなる補填制動力を加
えた全制動力（＝基本液圧制動力＋補填制動力）の、ブレーキペダル踏力に対する特性が
、予め設定された目標特性に一致するように、上記補填制動力（＝加圧液圧制動力）がブ
レーキペダル踏力に応じて調整される。
【０００８】
　これにより、小さめのバキュームブースタが使用できるからバキュームブースタの車両
への搭載が容易になる、全制動力（＝基本液圧制動力＋補填制動力）のブレーキペダル踏
力に対する特性に係わる設計の自由度が向上する等、種々の効果が期待できる。
【０００９】
　ところで、車両が停止している場合、車両を停止状態に維持するために必要な制動力（
以下、「停止維持必要制動力」と称呼する。）よりも大きい制動力を発生する必要はない
。従って、上述のように基本液圧制動力に補填制動力を加えて全制動力（＝基本液圧制動
力＋補填制動力）を発生させる車両についても、車両停止中では、停止維持必要制動力よ
りも大きい全制動力（＝基本液圧制動力＋補填制動力）を発生する必要はない。なお、車
両停止中は回生制動力が発生し得ない。従って、上記電動車両、或いはハイブリッド車両
の場合であっても、車両停止中では、補填制動力が上記加圧液圧制動力のみから構成され
て全制動力が液圧制動力のみ（即ち、ホイールシリンダ液圧のみ）から構成されることに
なる。
【００１０】
　即ち、上述のように基本液圧制動力に補填制動力を加えて全制動力（＝基本液圧制動力
＋補填制動力）を発生させる車両については、車両停止中では、停止維持必要制動力に対
応するホイールシリンダ液圧よりも大きいホイールシリンダ液圧（＝基本液圧＋加圧量（
差圧））を発生する必要はない。換言すれば、上記リニア電磁弁により発生する加圧量（
差圧）を不必要に大きくする必要はない。
【００１１】
　一方、前記加圧量（差圧）を不必要に大きくすると（従って、ホイールシリンダ液圧を
不必要に大きくすると）、上記リニア電磁弁、液圧ポンプ、ホイールシリンダのシール部
等、種々の液圧機器への負荷が大きくなるという問題が発生する。以上のことから、係る
液圧機器への負荷を軽減するため、車両停止中においては、ホイールシリンダ液圧の不必
要な増大を防止することが望まれているところである。
【特許文献１】特開２００４－９９１４号公報
【特許文献２】特開２００６－２１７４５号公報
【発明の開示】
【００１２】
　本発明は係る問題に対処するためになされたものであって、その目的は、基本液圧制動
力に補填制動力を加えて全制動力（＝基本液圧制動力＋補填制動力）を発生させる車両に
適用される車両用ブレーキ制御装置において、車両停止中において、ホイールシリンダ液
圧の不必要な増大を防止できるものを提供することにある。
【００１３】
　本発明に係る車両用ブレーキ制御装置は、運転者によるブレーキ操作部材の操作に応じ
た基本液圧を発生する基本液圧発生手段と、前記基本液圧よりも高い液圧を発生させるた
めの加圧用液圧を発生可能な液圧ポンプと、前記液圧ポンプの駆動により発生する前記加
圧用液圧を利用して前記基本液圧に対する加圧量を調整可能な調圧弁とを備え、前記基本
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液圧に前記加圧量を加えた液圧であるホイールシリンダ液圧をホイールシリンダに付与す
ることで液圧制動力を少なくとも発生する車両用ブレーキ装置に適用される。
【００１４】
　前記基本液圧発生手段は、例えば、運転者によるブレーキ操作部材の操作に応じた倍力
装置（バキュームブースタ等）の作動に基づく基本液圧（マスタシリンダ液圧、バキュー
ムブースタ液圧）を発生するマスタシリンダ等を含んで構成される。前記液圧ポンプは、
例えば、ホイールシリンダ液圧を発生し得る液圧回路内へブレーキ液を吐出するポンプ（
ギヤポンプ等）である。
【００１５】
　前記調圧弁は、例えば、基本液圧を発生する液圧回路と上記ホイールシリンダ液圧を発
生し得る液圧回路との間に介装された（常開型、或いは常閉型の）リニア電磁弁等を含ん
で構成される。上記液圧ポンプの作動による加圧用液圧を利用しながら係るリニア電磁弁
を制御することで、基本液圧に対する加圧量（差圧）（即ち、ホイールシリンダ液圧から
基本液圧を減じた値）を無段階に調整することができ、この結果、ホイールシリンダ液圧
を基本液圧（従って、ブレーキ操作部材の操作）にかかわらず無段階に調整することがで
きる。
【００１６】
　本発明に係る車両用ブレーキ制御装置は、前記基本液圧に基づく液圧制動力である基本
液圧制動力に、少なくとも前記加圧量に基づく液圧制動力である加圧液圧制動力からなる
補填制動力、を加えた全制動力の、前記ブレーキ操作部材の操作に対する特性が、予め設
定された目標特性に一致するように、前記補填制動力を同ブレーキ操作部材の操作に応じ
て調整する補填制動力調整手段を備えている。ここにおいて、前記補填制動力は、前記加
圧液圧制動力のみから構成されてもよいし、前記加圧液圧制動力と回生制動力とから構成
されてもよい。
【００１７】
　本発明に係る車両用ブレーキ制御装置の特徴は、前記補填制動力調整手段が、車両が停
止しているか否かを判定する判定手段と、前記車両が停止していると判定されている場合
、前記加圧量を制限する制限手段とを備えたことにある。
【００１８】
　これによれば、車両停止中において、前記加圧量が制限され得、この結果、ホイールシ
リンダ液圧（＝基本液圧＋加圧量）が制限され得る。従って、車両停止中において、ホイ
ールシリンダ液圧の不必要な増大が防止され得る。この結果、車両停止中において、ブレ
ーキ液圧回路内の種々の液圧機器への負荷を軽減することができる。
【００１９】
　このように、加圧量を制限するためには、具体的には、例えば、ホイールシリンダ液圧
そのものの上限値（以下、「ホイールシリンダ液圧上限値」と称呼する。）が設定され、
車両が停止していると判定されている場合、ホイールシリンダ液圧（＝基本液圧＋加圧量
）がホイールシリンダ液圧上限値を超えないように加圧量が制限される。
【００２０】
　このように、ホイールシリンダ液圧（＝基本液圧＋加圧量）がホイールシリンダ液圧上
限値を超えないように加圧量を制限するためには、具体的には、例えば、車両が停止して
いると判定されている場合、前記目標特性に対応するブレーキ操作部材の操作に応じた目
標ホイールシリンダ液圧が上記ホイールシリンダ液圧上限値を超えている間、加圧量がホ
イールシリンダ液圧上限値から基本液圧を減じた値に調整される。これにより、車両が停
止していると判定されている場合であって目標ホイールシリンダ液圧がホイールシリンダ
液圧上限値を超えている間、ホイールシリンダ液圧がホイールシリンダ液圧上限値に維持
され得る。
【００２１】
　加えて、本発明に係る車両用ブレーキ制御装置が適用される前記車両用ブレーキ装置が
、調圧弁を閉弁状態に維持し、且つ液圧ポンプを停止することで、ホイールシリンダ液圧
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を一定に維持可能に構成されている場合では、上述のように加圧量がホイールシリンダ液
圧上限値から基本液圧を減じた値に調整された後、調圧弁を閉弁状態に維持し、且つ液圧
ポンプを停止することが好適である。
【００２２】
　これにより、液圧ポンプを停止状態に維持しつつ、ホイールシリンダ液圧がホイールシ
リンダ液圧上限値に維持され得る。これにより、ホイールシリンダ液圧をホイールシリン
ダ液圧上限値に維持している間における液圧ポンプの駆動に要するエネルギーの消費をな
くすことができる。
【００２３】
　上述したホイールシリンダ液圧上限値は、上記背景技術の欄で述べたように、車両を停
止状態に維持するために必要なホイールシリンダ液圧の下限値である停止維持必要ホイー
ルシリンダ液圧と等しい値（或いは、それよりも大きい値）に設定されることが好適であ
る。これによれば、車両を停止状態に維持しつつ、車両停止中におけるブレーキ液圧回路
内の種々の液圧機器への負荷を最小限とすることができる。
【００２４】
　以上、加圧量を制限するために、ホイールシリンダ液圧上限値が設定される場合につい
て説明した。これに対し、加圧量を制限するために、加圧量そのものの上限値（以下、「
加圧量上限値」と称呼する。）が設定され、車両が停止していると判定されている場合、
加圧量が上記加圧量上限値を超えないように制限されてもよい。
【００２５】
　このように、加圧量が加圧量上限値を超えないように加圧量を制限するためには、例え
ば、具体的には、例えば、車両が停止していると判定されている場合、前記目標特性に対
応するブレーキ操作部材の操作に応じた目標ホイールシリンダ液圧からブレーキ操作部材
の操作に応じた基本液圧を減じた値が上記加圧量上限値を超えている間、加圧量が上記加
圧量上限値に維持される。
【００２６】
　上述した加圧量上限値は、前記停止維持必要ホイールシリンダ液圧から、前記目標特性
に対応するブレーキ操作部材の操作に応じた目標ホイールシリンダ液圧が前記停止維持必
要ホイールシリンダ液圧に一致する場合に対応する基本液圧、を減じた値（或いは、それ
よりも大きい値）に設定されることが好適である。これによっても、車両を停止状態に維
持しつつ、車両停止中におけるブレーキ液圧回路内の種々の液圧機器への負荷を小さくす
ることができる。
【００２７】
　上述した停止維持必要ホイールシリンダ液圧は、車両が停止している路面の勾配に基づ
いて決定されることが好適である。上記停止維持必要ホイールシリンダ液圧は、路面の勾
配（車体ピッチング方向の傾き）に大きく依存し、路面の勾配が大きいほどより大きい値
となる。従って、これによれば、上記停止維持必要ホイールシリンダ液圧が適切に決定さ
れ得る。
【００２８】
　また、この路面の勾配は、車両に搭載された車体前後方向の加速度を検出する前後加速
度センサの出力に基づいて取得されることが好ましい。車両停止中において路面の勾配に
より車両がピッチング方向に傾くと、前後加速度センサは、車体ピッチング方向の傾き角
に応じた出力を発生する特性を有する。従って、これによると、路面の勾配（車体ピッチ
ング方向の傾き）が正確に取得され得、この結果、上記停止維持必要ホイールシリンダ液
圧が正確に決定され得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、本発明による車両用ブレーキ装置（車両用ブレーキ制御装置）の各実施形態につ
いて図面を参照しつつ説明する。
【００３０】
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（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る車両用ブレーキ装置１０を搭載した車両の概略構
成を示している。
【００３１】
　車両用ブレーキ装置１０は、各車輪にブレーキ液圧によるブレーキ力を発生させるため
のブレーキ液圧制御部３０を含んでいる。ブレーキ液圧制御部３０は、その概略構成を表
す図２に示すように、ブレーキペダルＢＰの操作力に応じたブレーキ液圧を発生するブレ
ーキ液圧発生部３２と、車輪FR,FL,RR,RLにそれぞれ配置されたホイールシリンダWfr,Wfl
,Wrr,Wrlに供給するブレーキ液圧をそれぞれ調整可能なFRブレーキ液圧調整部３３，FLブ
レーキ液圧調整部３４，RRブレーキ液圧調整部３５，RLブレーキ液圧調整部３６と、還流
ブレーキ液供給部３７とを含んで構成されている。
【００３２】
　ブレーキ液圧発生部３２は、ブレーキペダルＢＰの作動により応動するバキュームブー
スタＶＢと、バキュームブースタＶＢに連結されたマスタシリンダＭＣとから構成されて
いる。バキュームブースタＶＢは、図示しないエンジンの吸気管内の空気圧力（負圧）を
利用してブレーキペダルＢＰの操作力を所定の割合で助勢して助勢された操作力をマスタ
シリンダＭＣに伝達するようになっている。
【００３３】
　マスタシリンダＭＣは、第１ポート、及び第２ポートからなる２系統の出力ポートを有
していて、リザーバＲＳからのブレーキ液の供給を受けて、上記助勢された操作力に応じ
た第１マスタシリンダ液圧Pmを第１ポートから発生するようになっているとともに、同第
１マスタシリンダ液圧と略同一の液圧である第２マスタシリンダ液圧Pmを第２ポートから
発生するようになっている。以下、マスタシリンダ液圧を「ＭＣ液圧」とも称呼する。こ
のＭＣ液圧が前記基本液圧に対応する。
【００３４】
　これらマスタシリンダＭＣ及びバキュームブースタＶＢの構成及び作動は周知であるの
で、ここではそれらの詳細な説明を省略する。このようにして、マスタシリンダＭＣ及び
バキュームブースタＶＢは、ブレーキペダルＢＰの操作力に応じた第１ＭＣ液圧及び第２
ＭＣ液圧を発生するようになっている。
【００３５】
　マスタシリンダＭＣの第１ポートと、FRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液圧調
整部３４の上流部との間には、常開リニア電磁弁ＰＣ1が介装されている。同様に、マス
タシリンダＭＣの第２ポートと、RRブレーキ液圧調整部３５及びRLブレーキ液圧調整部３
６の上流部との間には、常開リニア電磁弁ＰＣ2が介装されている。係る常開リニア電磁
弁ＰＣ1，ＰＣ2の詳細については後述する。
【００３６】
　FRブレーキ液圧調整部３３は、２ポート２位置切換型の常開電磁開閉弁である増圧弁Ｐ
Ｕfrと、２ポート２位置切換型の常閉電磁開閉弁である減圧弁ＰＤfrとから構成されてい
る。増圧弁ＰＵfrは、FRブレーキ液圧調整部３３の上流部とホイールシリンダWfrとを連
通・遮断できるようになっている。減圧弁ＰＤfrは、ホイールシリンダWfrとリザーバＲ
Ｓ1とを連通・遮断できるようになっている。この結果、増圧弁ＰＵfr、及び減圧弁ＰＤf
rを制御することでホイールシリンダWfr内のブレーキ液圧（ホイールシリンダ液圧Pwfr）
が増圧・保持・減圧され得るようになっている。以下、ホイールシリンダ液圧を「ＷＣ液
圧」とも称呼する。
【００３７】
　加えて、増圧弁ＰＵfrにはブレーキ液のホイールシリンダWfr側からFRブレーキ液圧調
整部３３の上流部への一方向の流れのみを許容するチェック弁ＣＶ１が並列に配設されて
いて、これにより、操作されているブレーキペダルＢＰが開放されたときＷＣ液圧Pwfrが
迅速に減圧されるようになっている。
【００３８】
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　同様に、FLブレーキ液圧調整部３４，RRブレーキ液圧調整部３５、RLブレーキ液圧調整
部３６は、それぞれ、増圧弁ＰＵfl及び減圧弁ＰＤfl，増圧弁ＰＵrr及び減圧弁ＰＤrr，
増圧弁ＰＵrl及び減圧弁ＰＤrlから構成されており、これらの増圧弁及び減圧弁が制御さ
れることにより、ホイールシリンダWfl，ホイールシリンダWrr及びホイールシリンダWrl
内のブレーキ液圧（ＷＣ液圧Pwfl,Pwrr,Pwrl）をそれぞれ増圧、保持、減圧できるように
なっている。また、増圧弁ＰＵfl，ＰＵrr及びＰＵrlの各々にも、上記チェック弁ＣＶ１
と同様の機能を達成し得るチェック弁ＣＶ２，ＣＶ３及びＣＶ４がそれぞれ並列に配設さ
れている。
【００３９】
　還流ブレーキ液供給部３７は、直流モータＭＴと、モータＭＴにより同時に駆動される
２つの液圧ポンプ（ギヤポンプ）ＨＰ1，ＨＰ2を含んでいる。液圧ポンプＨＰ1は、減圧
弁ＰＤfr，ＰＤflから還流されてきたリザーバＲＳ1内のブレーキ液を汲み上げ、汲み上
げたブレーキ液をチェック弁ＣＶ８を介してFRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液
圧調整部３４の上流部に供給するようになっている。
【００４０】
　同様に、液圧ポンプＨＰ2は、減圧弁ＰＤrr，ＰＤrlから還流されてきたリザーバＲＳ2
内のブレーキ液を汲み上げ、汲み上げたブレーキ液をチェック弁ＣＶ１１を介してRRブレ
ーキ液圧調整部３５及びRLブレーキ液圧調整部３６の上流部に供給するようになっている
。なお、液圧ポンプＨＰ1，ＨＰ2の吐出圧の脈動を低減するため、チェック弁ＣＶ８と常
開リニア電磁弁ＰＣ1との間の液圧回路、及びチェック弁ＣＶ１１と常開リニア電磁弁Ｐ
Ｃ2との間の液圧回路には、それぞれ、ダンパＤＭ1，ＤＭ2が配設されている。
【００４１】
　次に、常開リニア電磁弁ＰＣ1について説明する。常開リニア電磁弁ＰＣ1の弁体には、
図示しないコイルスプリングからの付勢力に基づく開方向の力が常時作用しているととも
に、FRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液圧調整部３４の上流部の圧力から第１Ｍ
Ｃ液圧Pmを減じることで得られる差圧（前記「加圧量」、以下、「リニア弁差圧ΔPdf」
と称呼する。）に基づく開方向の力と、常開リニア電磁弁ＰＣ1への通電電流（従って、
指令電流Id）に応じて比例的に増加する吸引力に基づく閉方向の力が作用するようになっ
ている。
【００４２】
　この結果、図３に示したように、上記吸引力に相当する指令差圧ΔPdが指令電流Idに応
じて比例的に増加するように決定される。ここで、I0はコイルスプリングの付勢力に相当
する電流値である。そして、常開リニア電磁弁ＰＣ1は、指令差圧ΔPdがリニア弁差圧ΔP
dfよりも大きいときに閉弁してマスタシリンダＭＣの第１ポートと、FRブレーキ液圧調整
部３３及びFLブレーキ液圧調整部３４の上流部との連通を遮断する。一方、常開リニア電
磁弁ＰＣ1は、指令差圧ΔPdfがリニア弁差圧ΔPdfよりも小さいとき開弁してマスタシリ
ンダＭＣの第１ポートと、FRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液圧調整部３４の上
流部とを連通する。
【００４３】
　この結果、液圧ポンプＨＰ1が駆動されている場合、FRブレーキ液圧調整部３３及びFL
ブレーキ液圧調整部３４の上流部のブレーキ液が常開リニア電磁弁ＰＣ1を介してマスタ
シリンダＭＣの第１ポート側に流れることでリニア弁差圧ΔPdfが指令差圧ΔPdに一致す
るように調整され得るようになっている。なお、マスタシリンダＭＣの第１ポート側へ流
入したブレーキ液はリザーバＲＳ1へと還流される。
【００４４】
　換言すれば、モータＭＴ（従って、液圧ポンプＨＰ1，ＨＰ2）が駆動されている場合、
常開リニア電磁弁ＰＣ1への指令電流Idに応じてリニア弁差圧ΔPdf（の許容最大値）が制
御され得るようになっている。このとき、FRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液圧
調整部３４の上流部の圧力は、第１ＭＣ液圧Pmにリニア弁差圧ΔPdfを加えた値（Pm＋ΔP
df）となる。
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【００４５】
　加えて、常開リニア電磁弁ＰＣ1への指令電流Idが最大値MAXに設定されている場合、指
令差圧ΔPdがリニア弁差圧ΔPdfよりも常に大きくなるから、常開リニア電磁弁ＰＣ1は閉
弁状態に維持される。従って、常開リニア電磁弁ＰＣ1への指令電流Idを最大値MAXに設定
し、且つ、液圧ポンプＨＰ1を停止することで、ＷＣ液圧Pwfr,Pwflを現時点での値で一定
に維持できるようになっている。
【００４６】
　他方、常開リニア電磁弁ＰＣ1を非励磁状態にすると（即ち、指令電流Idを「０」に設
定すると）、常開リニア電磁弁ＰＣ1はコイルスプリングの付勢力により開状態を維持す
るようになっている。このとき、リニア弁差圧ΔPdfが「０」になって、FRブレーキ液圧
調整部３３及びFLブレーキ液圧調整部３４の上流部の圧力が第１ＭＣ液圧Pmと等しくなる
。
【００４７】
　常開リニア電磁弁ＰＣ2も、その構成・作動特性（図３に示した特性）について常開リ
ニア電磁弁ＰＣ1のものと同じである。従って、モータＭＴ（従って、液圧ポンプＨＰ1，
ＨＰ2）が駆動されている場合、RRブレーキ液圧調整部３５及びＲLブレーキ液圧調整部３
６の上流部の圧力から第２ＭＣ液圧Pmを減じることで得られる差圧（前記「加圧量」、以
下、「リニア弁差圧ΔPdr」と称呼する。）が常開リニア電磁弁ＰＣ2への指令電流Idに応
じた指令差圧ΔPdに一致するように調整される。
【００４８】
　即ち、この場合、RRブレーキ液圧調整部３５及びRLブレーキ液圧調整部３６の上流部の
圧力は、第２ＭＣ液圧Pmにリニア弁差圧ΔPdrを加えた値（Pm＋ΔPdr）となる。加えて、
常開リニア電磁弁ＰＣ2への指令電流Idを最大値MAXに設定し、且つ、液圧ポンプＨＰ2を
停止することで、ＷＣ液圧Pwrr,Pwrlを現時点での値で一定に維持できるようになってい
る。他方、常開リニア電磁弁ＰＣ2を非励磁状態にすると、RRブレーキ液圧調整部３５及
びRLブレーキ液圧調整部３６の上流部の圧力が第２ＭＣ液圧Pmと等しくなる。
【００４９】
　加えて、常開リニア電磁弁ＰＣ1には、ブレーキ液の、マスタシリンダＭＣの第１ポー
トから、FRブレーキ液圧調整部３３及びFLブレーキ液圧調整部３４の上流部への一方向の
流れのみを許容するチェック弁ＣＶ５が並列に配設されている。これにより、常開リニア
電磁弁ＰＣ1への指令電流Idに応じてリニア弁差圧ΔPdfが制御されている間においても、
ブレーキペダルＢＰが操作されることで第１ＭＣ液圧PmがFRブレーキ液圧調整部３３及び
FLブレーキ液圧調整部３４の上流部の圧力よりも高い圧力になったとき、ブレーキペダル
ＢＰの操作力に応じたブレーキ液圧（即ち、第１ＭＣ液圧Pm）そのものがホイールシリン
ダWfr，Wflに供給され得るようになっている。また、常開リニア電磁弁ＰＣ2にも、上記
チェック弁ＣＶ５と同様の機能を達成し得るチェック弁ＣＶ６が並列に配設されている。
【００５０】
　以上、説明した構成により、ブレーキ液圧制御部３０は、前２輪FR,FLに係わる系統と
、後２輪RR,RLに係わる系統の２系統の液圧回路から構成されている。ブレーキ液圧制御
部３０は、全ての電磁弁が非励磁状態にあるときブレーキペダルＢＰの操作力に応じたブ
レーキ液圧（即ち、ＭＣ液圧Pm）をホイールシリンダW**にそれぞれ供給できるようにな
っている。
【００５１】
　なお、各種変数等の末尾に付された「**」は、同各種変数等が各車輪FR等のいずれに関
するものであるかを示すために同各種変数等の末尾に付される「fl」，「fr」等の包括表
記であって、例えば、ホイールシリンダW**は、左前輪用ホイールシリンダWfl, 右前輪用
ホイールシリンダWfr, 左後輪用ホイールシリンダWrl, 右後輪用ホイールシリンダWrrを
包括的に示している。
【００５２】
　他方、この状態において、モータＭＴ（従って、液圧ポンプＨＰ1，ＨＰ2）を駆動する
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とともに、常開リニア電磁弁ＰＣ1，ＰＣ2、並びに増圧弁ＰＵ**、及び減圧弁ＰＤ**を制
御することで、ＷＣ液圧Pw**を独立して調整できるようになっている。
【００５３】
　即ち、ブレーキ液圧制御部３０は、運転者によるブレーキペダルＢＰの操作にかかわら
ず、各車輪に付与される制動力を車輪毎に独立して調整できるようになっている。以上に
より、ブレーキ液圧制御部３０は、後述する電子制御装置５０からの指示により、後述す
るＷＣ液圧特性制御に加えて、公知のＡＢＳ制御、公知の旋回状態安定化制御（具体的に
は、オーバーステア抑制制御、及びアンダーステア抑制制御）等を達成できるようになっ
ている。
【００５４】
　再び、図１を参照すると、この車両用ブレーキ装置１０は、対応する車輪**が所定角度
回転する毎にパルスを有する信号を出力する車輪速度センサ４１**と、ブレーキペダルＢ
Ｐの操作の有無に応じてオン信号（High信号）又はオフ信号（Low信号）を選択的に出力
するブレーキスイッチ４２と、車体前後方向の加速度（前後加速度）を検出し、前後加速
度Gxを表す信号を出力する前後加速度センサ４３と、ＭＣ液圧（第２ＭＣ液圧）を検出し
、ＭＣ液圧Pmを表す信号を出力するＭＣ液圧センサ４４（図２を参照）とを備えている。
【００５５】
　この前後加速度センサ４３は、車体の車体ピッチング方向の傾き角に応じた値を出力す
る特性を有する。換言すれば、前後加速度センサ４３により検出される前後加速度Gxは、
車体ピッチング方向における路面の勾配をも表す。
【００５６】
　この車両用ブレーキ装置１０は、更に、電子制御装置５０を備えている。電子制御装置
５０は、互いにバスで接続された、ＣＰＵ５１、ＣＰＵ５１が実行するルーチン（プログ
ラム）、テーブル（ルックアップテーブル、マップ）、定数等を予め記憶したＲＯＭ５２
、ＣＰＵ５１が必要に応じてデータを一時的に格納するＲＡＭ５３、電源が投入された状
態でデータを格納するとともに同格納したデータを電源が遮断されている間も保持するバ
ックアップＲＡＭ５４、及びＡＤコンバータを含むインターフェース５５等からなるマイ
クロコンピュータである。
【００５７】
　インターフェース５５は、前記センサ４１～４４と接続され、ＣＰＵ５１にセンサ４１
～４４からの信号を供給するとともに、同ＣＰＵ５１の指示に応じて、ブレーキ液圧制御
部３０の電磁弁（常開リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2、増圧弁ＰＵ**、及び減圧弁ＰＤ**）、
及びモータＭＴに駆動信号を送出するようになっている。
【００５８】
（ＷＣ液圧特性制御の概要）
　次に、上記構成を有する本発明の第１実施形態に係る車両用ブレーキ装置１０（以下、
「本装置」と云う。）が実行するＷＣ液圧特性制御の概要について説明する。一般に、ブ
レーキペダル踏力に対する車両に働く制動力（全制動力）の特性には目標とすべき特性（
目標制動力特性）が存在する。従って、制動力を液圧制動力のみによって発生する本装置
においては、ブレーキペダル踏力に対するＷＣ液圧の特性において目標とすべき特性が存
在する。
【００５９】
　図４に示した実線は、本装置における、ＷＣ液圧の目標値（目標ＷＣ液圧Pwt）のブレ
ーキペダル踏力に対する特性を示している。一方、図４に示した破線は、上記マスタシリ
ンダＭＣが出力する上記ＭＣ液圧Pmのブレーキペダル踏力に対する特性を示している。
【００６０】
　この実線と破線との比較から明らかなように、本装置では、ブレーキペダル踏力に対す
るＭＣ液圧Pmが目標ＷＣ液圧Pwtよりも所定量だけ意図的に低い値になるようにバキュー
ムブースタＶＢの倍力特性が設定されている。
【００６１】
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　そして、車両走行中において、本装置では、このＭＣ液圧Pm（基本液圧）の目標ＷＣ液
圧Pwtに対する不足分を前記「補填制動力」に相当するリニア弁差圧ΔPd(＝ΔPdf＝ΔPdr
)で補填することで、ＭＣ液圧Pmにリニア弁差圧ΔPdを加えた液圧であるＷＣ液圧Pw（＝P
m＋ΔPd）のブレーキペダル踏力に対する特性が図４に実線で示した目標ＷＣ液圧Pwtの特
性と一致するようになっている。
【００６２】
　例えば、図４に示したように、ブレーキペダル踏力が値Fp1となっている場合、リニア
弁差圧ΔPdが、値Fp1に対応する目標ＷＣ液圧Pwt（＝Pw1）から値Fp1に対応するＭＣ液圧
Pm（＝Pm1）を減じた値ΔPd1（＝Pw1－Pm1）に一致するように、常開リニア電磁弁ＰＣ1,
ＰＣ2への指令電流Idが制御される。
【００６３】
　ここで、ＭＣ液圧Pmに基づく液圧制動力が前記「基本液圧制動力」に対応し、リニア弁
差圧ΔPdに基づく液圧制動力が前記「加圧液圧制動力(＝補填制動力)」に対応している。
以上より、ブレーキペダル踏力に対する全制動力（＝基本液圧制動力＋加圧液圧制動力(
＝補填制動力)）の特性が前記目標制動力特性と一致するようになっている。
【００６４】
（車両停止中におけるＷＣ液圧の制限の概要）
　車両が停止している場合、車両を停止状態に維持するために必要なＷＣ液圧の下限値（
以下、「停止維持必要ＷＣ液圧Pwstop」と称呼する。）よりも大きいＷＣ液圧Pw(＝Pm＋
ΔPd)を発生する必要はない。一方、ＷＣ液圧Pwを不必要に大きくすると、常開リニア電
磁弁ＰＣ1,ＰＣ2、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2、ホイールシリンダW**のシール部等への負荷
が大きくなる。
【００６５】
　以上のことから、上記各液圧機器への負荷を軽減するため、図５に示すように、本装置
では、車両停止中において、ブレーキペダル踏力に応じた目標ＷＣ液圧Pwtが上記停止維
持必要ＷＣ液圧Pwstop（＝前記上限値、前記ＷＣ液圧上限値)を超える場合（図５におい
て、ブレーキペダル踏力が値αより大きい場合）、ＷＣ液圧Pwが上記停止維持必要ＷＣ液
圧Pwstopを超えないようにリニア弁差圧ΔPdが制限される。
【００６６】
　具体的には、例えば、図５に示したように、車両停止中においてブレーキペダル踏力が
値Fp2（＞α）となっている場合、リニア弁差圧ΔPdが、上記値Fp2に対応する目標ＷＣ液
圧Pwt（＝Pw2）から値Fp2に対応するＭＣ液圧Pm（＝Pm2）を減じた値ΔPd2’（＝Pw2－Pm
2）に代えて、上記停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopから値Fp2に対応するＭＣ液圧Pm（＝Pm2
）を減じた値ΔPd2（＝Pwstop－Pm2）に一致するように、常開リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2
への指令電流Idが制御される。
【００６７】
　このように、車両停止中においてＷＣ液圧Pwが上記停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを超え
ないように制限されることで、車両停止中において、図５に斜線で示した領域に対応する
分だけ、上記各液圧機器への負荷が軽減され得る。以上が、車両停止中におけるＷＣ液圧
の制限の概要である。
【００６８】
（実際の作動）
　次に、以上のように構成された本発明の第１実施形態に係る車両用ブレーキ装置１０の
実際の作動について、ＣＰＵ５１が実行するルーチン（プログラム）をフローチャートに
より示した図６を参照しながら説明する。
【００６９】
　ＣＰＵ５１は、図６に示したルーチンを所定時間（例えば、６msec）の経過毎に繰り返
し実行している。従って、所定のタイミングになると、ＣＰＵ５１はこのルーチンの処理
を開始し、ステップ６０５に進んで、上記センサ４１～４４の出力値（出力信号）を入力
する。
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【００７０】
　次いで、ＣＰＵ５１はステップ６１０に進み、制動中であるか否かを判定する。本例で
は、ブレーキスイッチ４２がオン信号を出力している場合に「制動中」であると判定され
、ブレーキスイッチ４２がオフ信号を出力している場合に「制動中」でないと判定される
。
【００７１】
　いま、車両走行中であって、且つ、「制動中」でないものとして説明を続けると、ＣＰ
Ｕ５１はステップ６１０にて「Ｎｏ」と判定してステップ６１５に進み、目標リニア弁差
圧ΔPtを「０」に設定し、続くステップ６２０にて液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2を停止する指
示をモータＭＴ（の駆動回路）に対して行う。
【００７２】
　そして、ＣＰＵ５１はステップ６２５に進み、リニア弁差圧ΔPd(＝ΔPdf＝ΔPdr)が上
記設定された目標リニア弁差圧ΔPt（現時点では、「０」）に一致するように、常開リニ
ア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2への指令電流Idを制御する。
【００７３】
　これにより、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が停止するとともに、リニア弁差圧ΔPdが「０」
になる。現時点は「制動中」でないからＭＣ液圧Pmも「０」である。従って、この場合、
ＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)も「０」となり、液圧制動力は発生しない。このような処理は
、「制動中」でないと判定される限りにおいて繰り返し実行される。
【００７４】
　次に、この状態（即ち、車両走行中）にて運転者がブレーキペダルＢＰを操作開始した
場合について説明する。この場合、ブレーキスイッチ４２がオン信号を出力するようにな
る。従って、ＣＰＵ５１はステップ６１０に進んだとき「Ｙｅｓ」と判定してステップ６
３０に進むようになる。
【００７５】
　ＣＰＵ５１はステップ６３０に進むと、ＭＣ液圧センサ４４により検出された現時点で
のＭＣ液圧Pmと、図７にグラフにより示したＭＣ液圧Pmと目標ＷＣ液圧Pwtとの関係を規
定するＲＯＭ５２に予め記憶されているテーブルと、に基づいて目標ＷＣ液圧Pwtを決定
する。このテーブルに規定されているＭＣ液圧Pmと目標ＷＣ液圧Pwtとの関係は、上述し
た図４に示したＭＣ液圧Pmと目標ＷＣ液圧Pwtとの関係に対応している。これにより、Ｍ
Ｃ液圧Pmが大きいほど目標ＷＣ液圧Pwtがより大きい値に決定される。
【００７６】
　続いて、ＣＰＵ５１はステップ６３５に進み、「停止中」であるか否かを判定する。本
例では、車輪速度センサ４１**の出力に基づいて公知の手法により計算される車体速度が
「０」となる場合に「停止中」であると判定され、上記車体速度が「０」以外となる場合
に「停止中」でないと判定される。なお、車両が極低速で走行している場合、車体速度が
「０」と計算されて「停止中」であると判定される場合もあり得る。
【００７７】
　現時点は、車両走行中において運転者がブレーキペダルＢＰを操作開始した直後である
から、車体速度が「０」以外となる。従って、ＣＰＵ５１はステップ６３５にて「Ｎｏ」
と判定してステップ６４０に進んで、目標リニア弁差圧ΔPtを、上記ステップ６３０にて
決定した目標ＷＣ液圧Pwtから現時点でのＭＣ液圧Pmを減じた値（＝Pwt－Pm）に設定する
。
【００７８】
　続いて、ＣＰＵ５１はステップ６４５に進んで、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2を駆動する指
示をモータＭＴ（の駆動回路）に対して行った後、上記ステップ６２５の処理を行う。こ
れにより、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が駆動されて、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwt－Pm）に一
致するように制御される（図４を参照）。この結果、ＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が目標Ｗ
Ｃ液圧Pwtと一致するように制御されて、目標ＷＣ液圧Pwtに対応する液圧制動力が発生す
る。このような処理は、「制動中」であり、且つ「停止中」でないと判定される限りにお
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いて繰り返し実行される。
【００７９】
　次に、上述したブレーキペダルＢＰの操作が継続されて車両が停止した場合について説
明する。この場合、ＣＰＵ５１はステップ６３５に進んだとき「Ｙｅｓ」と判定してステ
ップ６５０に進むようになる。
【００８０】
　ＣＰＵ５１はステップ６５０に進むと、前後加速度センサ４３により検出された現時点
での前後加速度Gxと、図８にグラフにより示した前後加速度Gxと路面勾配Gradとの関係を
規定するＲＯＭ５２に予め記憶されているテーブルと、に基づいて車体ピッチング方向に
おける路面勾配Gradを決定する。これにより、前後加速度Gxが大きいほど路面勾配Gradが
より大きい値に決定される。
【００８１】
　なお、このテーブルでは、前後加速度センサ４３のうち、その出力特性のばらつきの範
囲内において最も小さい出力値（即ち、前後加速度Gx）を発生するものについての、前後
加速度Gxと路面勾配Gradとの関係が規定されている。これにより、このテーブルと、前後
加速度センサ４３とに基づいて決定される路面勾配Gradが実際値よりも小さい値となるこ
とはない。
【００８２】
　続いて、ＣＰＵ５１はステップ６５５に進むと、上記決定された路面勾配Gradと、図９
にグラフにより示した路面勾配Gradと停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopとの関係を規定するＲ
ＯＭ５２に予め記憶されているテーブルと、に基づいて停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを決
定する。これにより、路面勾配Gradが大きいほど停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopがより大き
い値に決定される。
【００８３】
　次に、ＣＰＵ５１はステップ６６０に進んで、上記ステップ６３０にて決定されている
目標ＷＣ液圧Pwtが上記停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopよりも大きいか否かを判定し、「Ｎ
ｏ」と判定する場合（図５においてブレーキペダル踏力が値α未満の場合に相当する）、
上述したステップ６４０に進んで、ステップ６４０、６４５、６２５の処理を順に実行す
る。
【００８４】
　これにより、上述した「制動中」であり、且つ「停止中」でないと判定される場合と同
様、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwt－Pm）に一致するように制御されて、ＷＣ液圧Pw**(＝Pm
＋ΔPd)が目標ＷＣ液圧Pwt（≦Pwstop）と一致するように制御される。
【００８５】
　一方、ＣＰＵ５１は、ステップ６６０にて「Ｙｅｓ」と判定する場合（図５においてブ
レーキペダル踏力が値α以上の場合に相当する）、ステップ６６５に進んで、目標リニア
弁差圧ΔPtを、上記ステップ６５５にて決定した停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopから現時点
でのＭＣ液圧Pmを減じた値（＝Pwstop－Pm）に設定した後、ステップ６４５、６２５の処
理を順に実行する。
【００８６】
　これにより、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が駆動されて、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwstop－P
m）に一致するように制御される。この結果、ＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が停止維持必要
ＷＣ液圧Pwstopと一致するように制御されて、停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに対応する液
圧制動力が発生する。
【００８７】
　以上のように、「制動中」であり、且つ「停止中」であると判定されている場合、ＷＣ
液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを超えないようにリニア弁差圧ΔPd
(＝ΔPdf＝ΔPdr)が制限される。
【００８８】
　以上、説明したように、本発明の第１実施形態に係る車両用ブレーキ装置（車両用ブレ
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ーキ制御装置）によれば、車両走行中では、マスタシリンダＭＣが出力するＭＣ液圧Pmに
、常開リニア電磁弁ＰＣ1，ＰＣ2により発生するリニア弁差圧ΔPd(＝ΔPdf＝ΔPdr)を加
えた液圧であるＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が、ブレーキペダル踏力に応じた（即ち、ＭＣ
液圧Pmに応じた）目標ＷＣ液圧Pwtと一致するように、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が駆動され
ながらリニア弁差圧ΔPd(＝ΔPdf＝ΔPdr)が制御される（図４を参照）。
【００８９】
　一方、車両停止中では、ＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が、車両を停止状態に維持するため
に必要なＷＣ液圧の下限値である停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを超えないように、液圧ポ
ンプＨＰ1,ＨＰ2が駆動されながらリニア弁差圧ΔPd(＝ΔPdf＝ΔPdr)が制御・制限され
る（図５を参照）。
【００９０】
　これにより、車両停止中において、ＷＣ液圧Pw**の不必要な増大を防止でき、常開リニ
ア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2、ホイールシリンダW**のシール部等への
負荷を最小限とすることができる。
【００９１】
　本発明は上記第１実施形態に限定されることはなく、本発明の範囲内において種々の変
形例を採用することができる。例えば、上記第１実施形態においては、車両停止中におい
てＷＣ液圧Pw**(＝Pm＋ΔPd)が停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに制限されている間（即ち、
図５においてブレーキペダル踏力が値α以上の場合）も、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が常に
駆動され続けているが、ＷＣ液圧Pw**が停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに制限されている間
、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2を停止させることも可能である。
【００９２】
　この場合には、上述した図６に示したルーチンに代えて図１０にフローチャートにより
示したルーチンが使用される。以下、図１０に示したルーチンについて説明する。なお、
図１０に示したルーチンにおいて、図６に示したルーチンのステップと同じステップにつ
いては、図６のステップ番号と同じステップ番号を付すことでそれらの説明に代える（後
述する図１２についても同様）。
【００９３】
　図１０に示したルーチンは、図６のステップ６４５、６６５を削除した点、ステップ１
００５～１０４５を追加した点においてのみ、図６に示したルーチンと異なる。なお、ス
テップ１０２５、１０４５では、図６のステップ６４５と実質的に同じ処理が行われ、ス
テップ１０２０では、図６のステップ６６５と実質的に同じ処理が行われる。
【００９４】
　ステップ１００５は、「制動中」でないと判定される場合に実行される。ステップ１０
４０は、「制動中」であって「停止中」でないと判定される場合、或いは、「制動中」で
あり「停止中」であると判定されステップ６６０にて「Ｎｏ」と判定される場合に実行さ
れる。即ち、「「制動中」であり「停止中」であると判定されステップ６６０にて「Ｙｅ
ｓ」と判定される場合」以外の場合、カウンタＮは初期値「０」に設定される。
【００９５】
　一方、「制動中」であり「停止中」であると判定される場合においてステップ６６０に
て「Ｙｅｓ」と判定される毎に、ステップ１０１０にてカウンタＮが「１」だけインクリ
メントされる。以上より、カウンタＮは、「制動中」であり「停止中」であると判定され
る場合において連続してステップ６６０にて「Ｙｅｓ」と判定されている回数を表す。
【００９６】
　ステップ１０１５では、カウンタＮが所定値Nref（「２」以上の整数）に達したか否か
が判定される。この所定値Nrefは、リニア弁差圧ΔPdが目標リニア弁差圧ΔPtに収束する
のに要する時間（極短時間）に相当する値である。
【００９７】
　いま、「制動中」であり「停止中」であると判定された後においてステップ６６０にて
始めて「Ｙｅｓ」と判定された直後であるものとすると、ステップ１０１０の処理により
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カウンタＮは「１」となり、所定値Nrefに達していない。従って、この場合、ステップ１
０１５にて「Ｎｏ」と判定されて、ステップ１０２０（図６のステップ６６５に相当）、
ステップ１０２５（図６のステップ６４５に相当）、ステップ６２５の処理が順に実行さ
れる。これにより、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwstop－Pm）に一致するように調整される。
このような処理は、カウンタＮが所定値Nrefに達するまで繰り返し実行される。
【００９８】
　そして、カウンタＮが所定値Nrefに達すると（即ち、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwstop－
Pm）に収束してＷＣ液圧Pw**が値Pwstopに収束すると）、ステップ１０１５にて「Ｙｅｓ
」と判定されて、ステップ１０３０にて目標リニア弁差圧ΔPtが最大値MAXに設定され、
続くステップ１０３５にて液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2を停止する指示がモータＭＴ（の駆動
回路）に対して行われ、その後、ステップ６２５の処理が行われる。
【００９９】
　これにより、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が停止され、且つ、常開リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2
が閉弁状態に維持される。この結果、ＷＣ液圧Pw**が現時点での値Pwstopで一定に維持さ
れる。換言すれば、ＷＣ液圧Pw**が停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに制限される。
【０１００】
　以上のように、図１０に示したルーチンが実行される場合、ＷＣ液圧Pw**が停止維持必
要ＷＣ液圧Pwstopに制限される場合（図５においてブレーキペダル踏力が値α以上の場合
）において、リニア弁差圧ΔPdが値（Pwstop－Pm）に収束した後、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ
2が停止される。これにより、ＷＣ液圧Pw**が停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに制限されて
いる間における液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2の駆動に要するエネルギーの消費をなくすことが
できる。
【０１０１】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態に係る車両用ブレーキ装置（車両用ブレーキ制御装置）に
ついて説明する。第２実施形態は、車両停止中において、リニア弁差圧ΔPdに上限値ΔPd
s（前記加圧量上限値）を設定してリニア弁差圧ΔPdが上限値ΔPdsを超えないように制限
される点においてのみ、ＷＣ液圧Pwに上限値（＝停止維持必要ＷＣ液圧Pwstop）を設定し
てＷＣ液圧Pwが上限値Pwstopを超えないようにリニア弁差圧ΔPdが制限される第１実施形
態と異なる。以下、係る相違点についてのみ説明する。
【０１０２】
　図１１に示すように、第２実施形態では、車両停止中において、ブレーキペダル踏力に
応じた目標ＷＣ液圧Pwtが上記停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを超える場合（図１１におい
て、ブレーキペダル踏力が値αより大きい場合）、リニア弁差圧ΔPdが上限値ΔPdsに維
持されるように常開リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2への指令電流Idが制御される。
【０１０３】
　図１１から理解できるように、上限値ΔPdsは、停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopから、目
標ＷＣ液圧Pwtが停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopに一致する場合に対応するＭＣ液圧Pm（＝P
ms)を減じた値(Pwstop－Pms)に設定される。
【０１０４】
　換言すれば、第２実施形態では、車両停止中において、目標ＷＣ液圧PwtからＭＣ液圧P
mを減じた値(Pwt－Pm)が上限値ΔPds(＝Pwstop－Pms)を超えている間、リニア弁差圧ΔPd
が上限値ΔPdsに制限・維持される。
【０１０５】
　これにより、車両停止中において、図１１に斜線で示した領域に対応する分だけ、常開
リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2、ホイールシリンダW**のシール部等
へ負荷が軽減され得る。
【０１０６】
（第２実施形態の実際の作動）
　以下、第２実施形態に係る車両用ブレーキ装置の実際の作動について説明する。この装
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置のＣＰＵ５１は、第１実施形態のＣＰＵ５１が実行する図６に示したルーチンに代えて
、図１２にフローチャートにより示したルーチンを実行する。以下、図１２に示したルー
チンについて説明する。
【０１０７】
　図１２に示したルーチンは、図６のステップ６６５をステップ１２０５、１２１０に置
き換えた点においてのみ、図６に示したルーチンと異なる。
【０１０８】
　ステップ１２０５では、図１２のステップ６５５にて決定されている停止維持必要ＷＣ
液圧Pwstopと、図１３にグラフにより示した停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopと上限値ΔPds
との関係を規定するＲＯＭ５２に予め記憶されているテーブルと、に基づいて上限値ΔPd
sが決定される。これにより、停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopが大きいほど上限値ΔPdsがよ
り大きい値に決定される。
【０１０９】
　なお、この関係は、図１１から理解できるように、ブレーキペダル踏力の増加に対する
目標ＷＣ液圧Pwtの増加勾配がブレーキペダル踏力の増加に対するＭＣ液圧Pmの増加勾配
よりも大きいことに起因して得られる。
【０１１０】
　ステップ１２１０では、目標リニア弁差圧ΔPtがステップ１２０５にて決定された上限
値ΔPdsと等しい値に設定される。
【０１１１】
　この結果、ステップ６６０にて「Ｙｅｓ」と判定される場合、即ち、車両停止中におい
て目標ＷＣ液圧Pwtが停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを超える場合（図１１において、ブレ
ーキペダル踏力が値αより大きい場合）、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2が駆動されながら、リ
ニア弁差圧ΔPdが上限値ΔPdsに維持されるように常開リニア電磁弁ＰＣ1,ＰＣ2への指令
電流Idが制御される。
【０１１２】
　以上、説明したように、本発明の第２実施形態に係る車両用ブレーキ（制御）装置によ
っても、車両停止中において、ＷＣ液圧Pw**の不必要な増大を防止でき、常開リニア電磁
弁ＰＣ1,ＰＣ2、液圧ポンプＨＰ1,ＨＰ2、ホイールシリンダW**のシール部等への負荷を
軽減することができる。
【０１１３】
　本発明は上記各実施形態に限定されることはなく、本発明の範囲内において種々の変形
例を採用することができる。例えば、上記各実施形態において、停止維持必要ＷＣ液圧Pw
stopを路面勾配Gradに応じて変更しているが、停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopを一定として
もよい。この場合、停止維持必要ＷＣ液圧Pwstopは、路面勾配Gradが想定され得る最大値
となる場合に対応する値に設定されることが好適である。
【０１１４】
　また、上記各実施形態においては、目標ＷＣ液圧PwtがＭＣ液圧Pmのみに基づいて決定
されているが（図７、ステップ６３０を参照）、目標ＷＣ液圧Pwtが、ＭＣ液圧Pmに加え
てその他のパラメータ（例えば、車体速度等）にも基づいて決定されてもよい。
【０１１５】
　また、本発明に係る車両用ブレーキ装置が、モータを駆動源として有する電動車両、或
いはハイブリッド車両に適用される場合、上記各実施形態においては、ＭＣ液圧Pmの目標
ＷＣ液圧Pwtに対する不足分を補填する前記「補填制動力」として、リニア弁差圧ΔPdに
基づく液圧制動力に加えて、モータによる回生制動力を利用してもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
【図１】本発明の第１実施形態に係る車両用ブレーキ装置を搭載した車両の概略構成図で
ある。
【図２】図１に示したブレーキ液圧制御部の概略構成図である。
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【図３】図２に示した常開リニア電磁弁についての指令電流と指令差圧との関係を示した
グラフである。
【図４】図１に示した車両用ブレーキ装置が適用された場合における、ブレーキペダル踏
力と、マスタシリンダ液圧及び目標ホイールシリンダ液圧との関係を示したグラフである
。
【図５】図１に示した車両用ブレーキ装置が適用された場合において、車両停止中におい
てホイールシリンダ液圧が制限される様子を示した図４に対応するグラフである。
【図６】図１に示したＣＰＵが実行するルーチンを示したフローチャートである。
【図７】図１に示したＣＰＵが参照する、マスタシリンダ液圧と目標ホイールシリンダ液
圧との関係を示したグラフである。
【図８】図１に示したＣＰＵが参照する、前後加速度と路面勾配との関係を示したグラフ
である。
【図９】図１に示したＣＰＵが参照する、路面勾配と停止維持必要ホイールシリンダ液圧
との関係を示したグラフである。
【図１０】本発明の第１実施形態の変形例に係る車両用ブレーキ装置のＣＰＵが実行する
ルーチンを示したフローチャートである。
【図１１】本発明の第２実施形態に係る車両用ブレーキ装置が適用された場合において、
車両停止中においてホイールシリンダ液圧が制限される様子を示した図４に対応するグラ
フである。
【図１２】本発明の第２実施形態に係る車両用ブレーキ装置のＣＰＵが実行するルーチン
を示したフローチャートである。
【図１３】本発明の第２実施形態に係る車両用ブレーキ装置のＣＰＵが参照する、停止維
持必要ホイールシリンダ液圧とリニア弁差圧の上限値との関係を示したグラフである。
【符号の説明】
【０１１７】
　１０…車両用ブレーキ装置、３０…ブレーキ液圧制御部、４１**…車輪速度センサ、４
３…前後加速度センサ、４４…マスタシリンダ液圧センサ、５０…電子制御装置、５１…
ＣＰＵ、ＨＰ1，ＨＰ2…液圧ポンプ、ＰＣ1，ＰＣ2…リニア電磁弁
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